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要　旨
　本研究の目的は，連携・ネットワーキング・社会資源の活用に関する項目について，実
習施設種別による実習プログラム導入の促進要因や阻害要因を明らかにすることである．
　調査対象は，社会福祉士または精神保健福祉士国家資格を有し，過去１年以内に実習
指導経験を持つ実習指導者とした．
　半構造化インタビューの内容を質的に分析した結果，促進要因として，【個人と組織
の理念の一致】【ネットワーキング実践が可能な職場環境】【日常業務におけるネット
ワーク形成】【顔の見える二次的実習施設の活用】が抽出された．一方，阻害要因とし
て，【資源開発の困難性】【マンパワー不足によるネットワーク実践の不十分さ】【プロ
グラム導入への無自覚】【大きな想いと少ない時間】【不十分な他機関連携】【ネット
ワーク実践の機会の乏しさ】【実習指導者同士の交流の機会が不十分】【実習生という立
場性】が抽出された．
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　　　　　　実習指導者
　１．研究の背景と目的
　日本では，少子化や核家族化，共働き世帯や高齢者の増加等によって，高齢者や児童，障害者
など様々な分野の課題が絡み合って複雑化し，分野ごとや対象者ごとの対応では，十分な相談支
援が難しい状況が生まれてきた．そのような状況の中で，地域社会の福祉ニーズに対する，全分
野・全世代対象型の人材養成が求められている（厚生労働省 2015）．つまり，障害や高齢者など
特定の分野にとどまらず，多様な生活ニーズに対して，多種多様な社会資源等の活用や多職種連
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携，ネットワークを構築できる人材が求められているといえる．また，地域共生社会の実現に向
けて，世帯全体の複合化・複雑化した生活課題の解決が求められており，アウトリーチによる地
域の福祉ニーズ把握が求められている（厚生労働省 2018）．
　これらアウトリーチや多職種連携，ネットワーキング，社会資源の活用・開発等は，ソーシャ
ルワークの中核的な技術に位置づけられている．ソーシャルワーカーの国家資格である社会福祉
士や精神保健福祉士の養成教育カリキュラム（以下，養成カリキュラム）においても，これらの
知識や技術の修得が「教育に含むべき事項」に盛り込まれている．
　地域共生社会の実現を推進し，現代の福祉ニーズに対応するためには，これらのソーシャル
ワーク機能が発揮される必要があり，その役割を担うのはソーシャルワーク専門職である社会福
祉士や精神保健福祉士である．したがって，現代社会に求められる高い実践力を身につけられる
よう，現在の養成カリキュラムと同時に，実践力を養う重要な機会となる実習・演習を充実させ
ていく必要がある（厚生労働省 2018）．特に，実習は実践現場で今まさに起こっている現実と向
き合うことのできる機会であり，理論と実践を統合するための貴重な場面といえる．養成カリ
キュラムにおいても，2012（平成 24）年度に精神保健福祉士の実習時間が 30時間増加し，社会
福祉士も大幅な実習時間の増加が検討されている．
　このように，ソーシャルワーク実習（以下，実習）は，実践力の高いソーシャルワーカーの養
成に向けて重要な柱となる科目である．そのため，養成カリキュラムの集大成といえる実習にお
いて，ソーシャルワークの中核的な技術といえるアウトリーチや多職種連携，ネットワーキン
グ，社会資源の活用・開発等に関する実践的な理解が求められる．
　一方，厚生労働省が示す実習科目のシラバスでは，どの実習施設においても，社会福祉士や精
神保健福祉士として身につけるべき実践力が明示されている．多様な実践力を身につけるために
は，実習で必要な体験をし，そこから何を学ぶのかが重要となる．したがって，これらを意図的
に実施するための実習プログラミングは，実習における学びの深まりの鍵を握るといえる．実習
プログラミングにおいては，本来どこでだれが実習を行おうとも，必要な体験から必要な学びを
得られるよう，実施される必要がある．しかし，実習生の個別的な背景や習熟度等の違いはあっ
ても，多職種連携やアウトリーチ，ネットワーキング，社会資源の活用・調整・開発等の内容を
実習プログラムに十分反映できていない現状があるとされる（厚生労働省 2018）．
　また，実習施設種別によって実習の実施状況に差がみられることが明らかにされている（山井
1998）．また，実習分野間の格差が生じていることが指摘されている．特に，現代に求められる
ソーシャルワーカーの役割である多職種連携やネットワーキング等の項目では，行政や医療分野
ならびに社会福祉協議会の実習において，学ぶことに長けているとされる．一方，障害者福祉や
児童福祉，高齢者福祉分野の実習においては学ぶことが難しい場合があるという課題が示唆され
ている（高木 2016）． 
　このように，これまでの先行研究では，実習施設種別による学びの格差が生じている状況が明
らかにされている．そのため，こうした格差が生じる要因を明確にし，その格差を軽減・緩和し
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ていくための方策を検討する必要があると考える．そこで，連携やネットワーキング等に関する
項目について，実習施設種別による実習プログラム導入の促進要因や阻害要因を明らかにするこ
とを目的とした．
　２．方法
　１）調査方法
　調査対象は，社会福祉士または精神保健福祉士国家資格を有し，2015（平成 27）年度または
2016（平成 28）年度のいずれかに実習指導経験を持つ実習指導者とした．これらの実習施設種
別の実習指導者を対象にしたのは，先行研究によって，連携やネットワーキング，社会資源の活
用等に関する学びに長けている種別と学びが難しいとされる種別であることが示唆されていたか
らである．また，過去 1年間以内に実習指導経験をもつ実習指導者に対象を限定したのは，リア
リティのある実習指導体験を語ってもらうためである．
　調査依頼を行い，実習指導に関わる半構造化インタビュー調査を実施した．対象者数は合計 6
人である．調査対象の内訳は，児童福祉，高齢者福祉，障害者福祉，社会福祉協議会，行政機
関，医療機関の実習施設種別より各 1名ずつである．
　これまでの先行研究では，障害福祉分野において，米澤ら（2017）は，障害者支援施設におけ
る利用者理解の重要性の一つとしてコミュニケーション力をあげているが，「感性やセンス」の
必要性について言及している．このことは，実習指導ばかりでなく支援の統一性も困難さがある
ことが示されており（岡田 2014），実習生の指導においても伝わったかどうかについて困惑させ
る要因として挙げられている．さらに，樽井ら（2009）は，知的障害者施設における職員の葛藤
の一つとして地域社会との対峙について言及しており，地域社会の障害理解の促進は，トラブル
を生じさせながら徐々に達成するものであり，これは中・長期的な見通しが求められるため，実
習期間の中での学びについても限界が考えられる．また，高齢者福祉や児童福祉分野において
も，介護実習との区別に関する問題について言及されている（北川ら 1998）.その他にも，山本
ら（2005）は児童福祉領域において，社会福祉士の位置づけが明確になっていないことから，実
習生の学びにも影響していることを指摘していることからも種別による難しさが推測される．
　なお，調査期間は，2017（平成 29）年 2月から 3月とした．
　２）倫理的配慮
　各実習指導者に調査依頼を行う際，調査研究の趣旨や方法に関する説明を行った．調査結果の
公表に際しては，実習施設や個人が特定されないように十分配慮することを誓約した．また，調
査票の表紙および依頼文書に調査の趣旨と結果の公表について明示し，公表内容については，事
前に文書にて確認し承諾を得た．
　調査の実施にあたっては，「一般社団法人日本社会福祉学会研究倫理指針」を遵守した．
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　３）調査内容
　実習に関する先行研究等を参考として，実習指導に関する項目を抽出し，半構造化インタ
ビューを行うための調査項目を作成した．厚生労働省やソーシャルワーク専門職団体において，
どこで誰がどのように実習指導を行ったとしても，実習プログラムに盛り込むべき共通の内容が
示されている．しかし，実習指導者や実習施設種別によって，実習プログラムは個別性や多様性
が高い実習プログラミングが展開されていることが明らかになっている（山井 1998；高木
2016）．
　そこで，本研究では，実習プログラムの個別性や多様性が生まれる背景を把握することを目的
にしている．具体的な調査項目は 7項目である．①「昨年度または今年度に実習指導を行った所
属機関と中心的な業務」②「実習指導について日頃感じていること」③「実習プログラムに盛り
込みやすい内容と盛り込みにくい内容は，それぞれどのようなものであるか（教育に含むべき事
項を一緒にチェック）」④「③について，なぜそのように思うのか」⑤「実習プログラムに盛り
込みにくい内容について，どうすれば盛り込むことが可能か」⑥「実習担当教員との連携につい
て」⑦「インタビューを受けての感想」で構成した．
　本研究の目的を踏まえ，③の質問項目を重点的に取り上げ，連携やネットワーキング等に関す
る実習プログラム1）導入の可否やその理由について質問した．③で活用した教育に含むべき事項
は，実習における厚生労働省のシラバスを参照した．
　４）分析方法
　上記の質問項目を基に，6人の実習指導者から実習プログラム導入に関する多様な意見を聴く
ことができた．1時間程度を目安に，録音の許可を得て半構造化インタビューを実施した．IC
レコーダーに録音したインタビューデータについて，逐語記録の作成を行ったうえで，意味のま
とまりに着目して内容の整理・分析を行った．オープンコーディングを用いて，連携・ネット
ワーキング・社会資源の活用に関する実習プログラム導入の促進要因ならびに阻害要因と考えら
れる内容に，コード [　]を割り当てた後，小カテゴリー＜ ＞，中カテゴリー【】，大カテゴリー
≪≫を生成した．
　高木（2016）の調査研究によって，ネットワーキングや社会資源の活用等に関する学びに長け
ているとされる実習施設種別（行政機関，医療機関，社会福祉協議会）と学びが難しいとされる
実習施設種別（障害者分野，児童分野，高齢者分野）ごとに実習プログラム導入の促進要因と阻
害要因を分類し，それぞれの共通点と相違点を考察した．
　インタビューデータの分析作業は，各工程における共同研究者とのメンバーチェッキングを
行った．また，ソーシャルワーク実習指導・実習教育に精通している研究協力者に依頼し，継続
的なチェックを実施することによって，分析結果の妥当性を担保している．
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　３．結果
　１）対象者の基本属性
　対象者の基本属性について，表 1に示す．
　対象者の年齢は，30代が 2人，40代が 4人である．実習施設種別は，精神科病院，行政機関，
市町村社会福祉協議会，児童発達支援，生活介護，老人保健施設の各 1人ずつである．実習の内
訳は，社会福祉士 4人，精神保健福祉士 2人である．社会福祉士または精神保健福祉士国家資格
取得後の実務経験は，9年から 19年であった．また，実習指導歴は，通算 3年から 16年であっ
た．そして，6人ともにネットワーキングや社会資源の活用等に関する学びについて，多少なり
とも実習プログラムに反映できているとの回答であった．
表 1　対象者の基本属性
対象 年齢 実習施設種別 ソーシャルワーク実習 実務経験 実習指導歴 実習プログラム
Ａ 40代 精神科病院 精神保健福祉士 19年 16年 ○
Ｂ 30代 行政機関 精神保健福祉士 12年 6年 ○
Ｃ 40代 市町村社会福祉協議会 社会福祉士 10年 5年 ○
Ｄ 30代 児童発達支援 社会福祉士 9年 3年 ○
Ｅ 40代 生活介護 社会福祉士 11年 4～ 5年 ○
Ｆ 40代 老人保健施設 社会福祉士 12年 5年 ○
　２）連携・ネットワーキング・社会資源の活用に関する実習プログラム導入の促進要因と阻害要因
　質的分析の結果，行政機関・医療機関・社会福祉協議会における大カテゴリー≪実習プログラ
ム導入の促進要因≫は，４つの中カテゴリー，7つの小カテゴリー，22のコードに分類された．
また，≪実習プログラム導入の阻害要因≫は，2つの中カテゴリー，3つの小カテゴリー，3つ
のコードに分類された（表 2，表 3）．
　一方，障害者・児童・高齢者分野における大カテゴリー≪実習プログラム導入の促進要因≫
は，4つの中カテゴリー，6つの小カテゴリー，17のコードに分類された．一方，≪実習プログ
ラム導入の阻害要因≫は，6つの中カテゴリー，9つの小カテゴリー，15のコードに分類された
（表 4，表 5）．
　そして，インタビュー調査の分析結果を踏まえ，大カテゴリー≪実習プログラム導入の促進要
因≫と≪実習プログラム導入の阻害要因≫の内部構造とストーリーライン，中カテゴリーの関係
図を作成した（図 1，図 2）．
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　３）連携・ネットワーキング・社会資源の活用に関する実習プログラム導入の促進要因（表 2，表 4）
　本研究において，6人の実習指導者は，連携やネットワーキング等に関する実習プログラムを
反映していると語っていた．その一方で，実習施設種別によって，実習プログラム内容や導入の
程度に差が見られた．このような格差の背景として，実習プログラム導入の促進要因と考えられ
る【個人と組織の理念の一致】【ネットワーキング実践が可能な職場環境】【日常業務における
ネットワーク形成】【顔の見える二次的実習施設の活用】という中カテゴリーが抽出された．こ
れらの中カテゴリーは，6つの実習施設種別で共通した要素である．
　【個人と組織の理念の一致】は，［地域に出ていくことの大切さ］といった＜地域とのつながり
に対する高い意識＞や［ネットワーキング等が重要だという意識］といった＜法人理念の浸透＞
から構成されている．また，【ネットワーキング実践が可能な職場環境】は，［一般市民に対する
精神障害に関する普及啓発活動］といった＜実際の実践場面の共有＞からなる．【日常業務にお
けるネットワーク形成】として，［障害者福祉関係者との日常的な連携］や［運営連絡委員会で
構築された地域とのつながり］による＜ネットワーキング実践の積み重ねによる土台づくり＞か
らなる．そして，【顔の見える二次的実習施設の活用】は，［地域住民が主体的に活動している実
例の紹介］など＜ネットワーキング実践の体験談＞や［運営連絡委員会の同行と経緯説明］と
いった＜顔の見えるフォーマルな社会資源＞，［ボランティアの集まりへの参加］や［地域の喫
茶店で実際に住民と会話］といった＜信頼できるインフォーマルな社会資源＞から構成される．
　４）連携・ネットワーキング・社会資源の活用に関する実習プログラム導入の阻害要因（表 3，表 5）
　ソーシャルワーク実習における実習プログラム導入の阻害要因となり得る要素として，【資源
開発の困難性】【マンパワー不足によるネットワーク実践の不十分さ】【プログラム導入への無自
覚】【大きな想いと少ない時間】【不十分な他機関連携】【ネットワーク実践の機会の乏しさ】【実
習指導者同士の交流の機会が不十分】【実習生という立場性】が抽出された．
　そのうち，【資源開発の困難性】【マンパワー不足によるネットワーク実践の不十分さ】は，行
政機関・医療機関・社会福祉協議会における実習場面から抽出された要素である．【資源開発の
困難性】は，＜資源開発の膨大な費用＞や＜資源開発に係る許可申請の煩雑さ＞から構成されて
いる．また，【マンパワー不足によるネットワーク実践の不十分さ】は＜地域連携担当のワー
カーが不在＞といった状況からなる．
　また，【プログラム導入への無自覚】【大きな想いと少ない時間】【不十分な他機関連携】【ネッ
トワーク実践の機会の乏しさ】【実習指導者同士の交流の機会が不十分】【実習生という立場性】
は，障害者・児童・高齢者分野における実習場面より抽出された要素である．
　【プログラム導入への無自覚】は，実習指導者自身の＜カリキュラム落し込みの意識の少な
さ ＞や＜結果的にプログラム化＞から構成されている．【大きな想いと少ない時間】として，相
談援助業務の多忙さゆえの実習指導への時間の少なさから，＜話だけで終わる＞や＜市町村への
説明で終了＞といった状況から構成されている．また，【不十分な他機関連携】は，［関係機関と
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のつながりの弱さ］や［他事業所との方針の違い］といった＜他機関とのつながりの弱さ＞から
なる．【ネットワーク実践の機会の乏しさ】として，［会議などの機会が必ずある訳ではない］と
いった業務の＜メインではないネットワーキング実践＞や［地域に福祉サービスが不足］など＜
業務上におけるネットワーク実践の困難さ＞から構成されている．そして，【実習指導者同士の
交流の機会が不十分】として，＜実習指導者同士の交流不足＞の状況がある．なお，【実習生と
いう立場性】として，＜実習生という立場での参加が困難＞な実践場面も存在する．
表 2　行政機関・医療機関・社会福祉協議会における実習プログラム導入の促進要因
大カテゴリー≪≫ 中カテゴリー【】 小カテゴリー＜＞ ラベル []
≪実習プログラム
導入の促進要因≫
【個人と組織の理
念の一致】
＜地域とのつながり
に対する高い意識＞
［地域に出ていくことの大切さ］
［地域に出て行かないと何も分からないし始まらない］
［これまでの職業経験のよる顔のみえる関係の大切さ］
［これまでの職業経験で得られた地域の働きかけのスキル］
＜法人理念の浸透＞ ［共生社会の実現にむけて行政機関が取り組むのは必須という意識］
［新しい事業を実施するための異業種との連携］
［ネットワーキング等が重要だという意識］
【ネットワーキン
グ実践が可能な職
場環境】
＜実際の実践場面の
共有＞
［一般市民に対する精神障害に関する普及啓発活動］
【日常業務におけ
るネットワーク形
成】
＜ネットワーキング
実践の積み重ねによ
る土台づくり＞
［地域生活支援センター設立の運営連絡委員会への協力］
［運営連絡委員会で構築された地域とのつながり］
［障害者福祉関係者との日常的な連携］
［実習生に親しみを感じる地域住民］
【顔の見える二次
的実習施設の活
用】
＜ネットワーキング
実践の体験談＞
［地域理解におけるアウトリーチや連携の重要性の伝達］
［地域住民が主体的に活動している実例の紹介］
［地域住民の関係性によるネットワークの難しさに関する体験談］
＜顔の見えるフォー
マルな社会資源＞
［運営連絡委員会の同行と経緯説明］
＜信頼できるイン
フォーマルな社会資
源＞
［民生委員との連携・協働］
［ボランティアの集まりへの参加］
［地域で活躍している人の実際の話］
［地域の喫茶店で実際に住民と会話］
［地域のサロンでコーヒーを飲む］
［新しい社会資源の開発場面の見学や語り］
表 3　行政機関・医療機関・社会福祉協議会における実習プログラム導入の阻害要因
大カテゴリー≪≫ 中カテゴリー【】 小カテゴリー＜＞ ラベル []
≪実習プログラム
導入の阻害要因≫
【資源開発の困難
性】
＜資源開発の膨大な
費用＞
［資源開発の膨大な費用］
＜資源開発に係る許
可申請の煩雑さ＞
［資源開発に係る許可申請の煩雑さ］
【マンパワー不足
によるネットワー
ク実践の不十分
さ】
＜地域連携担当の
ワーカーが不在＞
［地域連携を担当するソーシャルワーカーが不在］
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表 4　障害者・児童・高齢者分野における実習プログラム導入の促進要因
表 5　障害者・児童・高齢者分野における実習プログラム導入の阻害要因
大カテゴリー≪≫ 中カテゴリー【】 小カテゴリー＜＞ ラベル []
≪実習プログラム
導入の促進要因≫
【個人と組織の理
念の一致】
＜地域とのつながり
に対する高い意識＞
［常に地域のことを念頭に置いた支援］
［自分の住んでいるところの資源を使うという思い］
＜法人理念の浸透＞ ［利用者の地域生活を見据えた目標の共有］
［職員の意識変化］
［地域包括支援センターの職員への質問を考えてもらう］
［退院先は自宅ばかりではないことの伝達］
【ネットワーキン
グ実践が可能な職
場環境】
＜実際の実践場面の
共有＞
［スーパーやコンビニで買い物の練習］
［図書館で本を借りる練習］
［調理の段取りから作り方を図書館で調べる］
［ケアマネと老健との連絡調整場面］
【日常業務におけ
るネットワーク形
成】
＜ネットワーキング
実践の積み重ねによ
る土台づくり＞
［実習生の理解度によって、包括とのやりとりが可能か検討］
［特養やサービス付き高齢者住宅との連絡調整の多さ］
【顔の見える二次
的実習施設の活
用】
＜顔の見えるフォー
マルな社会資源＞
［学校行事の様子見や見学］
［関係機関である地域包括の社会福祉士とのやりとりの機会］
［相談員が地域包括支援センターと連携する場面に同行］
［地域での研修会に同行］
＜信頼できるイン
フォーマルな社会資
源＞
［キャンプへの参加］
大カテゴリー≪≫ 中カテゴリー【】 小カテゴリー＜＞ ラベル []
≪実習プログラム
導入の阻害要因≫
【プログラム導入
への無自覚】
＜カリキュラム落し
込みの意識の少な
さ ＞
［カリキュラム落し込みの意識の少なさ］
＜結果的にプログラ
ム化＞
［結果的にプログラム化］
【大きな想いと少
ない時間】
＜話だけで終わる＞ ［話だけで終わる］
＜市町村への説明で
終了＞
［市町村への説明で終了］
【不十分な他機関
連携】
＜他機関とのつなが
りの弱さ＞
［関係機関とのつながりの弱さ］
［地域の社会資源とのかかわりに手が伸びない］
［他機関とのつながりが強い訳ではない］
［他事業所との方針の違い］
［他機関の方針と統一させたい］
【ネットワーク実
践の機会の乏し
さ】
＜メインではない
ネットワーキング実
践＞
［実習時にプログラムを体験できる業務がないこともある］
［会議などの機会が必ずある訳ではない］
＜業務上における
ネットワーク実践の
困難さ＞
［地域に福祉サービスが不足］
［業務としてソーシャルワーカーの付き添いは困難］
【実習指導者同士
の交流の機会が不
十分】
＜実習指導者同士の
交流不足＞
［他の実習指導者との情報共有の機会が不足］
【実習生という立
場性】
＜実習生という立場
での参加が困難＞
［実習生という立場での参加が困難］
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　４．考察
　１）大カテゴリー≪実習プログラム導入の促進要因≫のストーリーライン（図 1）
　実習指導者が日頃より＜地域とのつながりに対する高い意識＞とともに，所属機関の各スタッ
フに＜法人理念の浸透＞がなされることによって，【ネットワーキング実践が可能な職場環境】
が整えられ，実習指導者【個人と組織の理念の一致】につながる．こうした状況において，実習
指導者が所属機関で求められる役割を果たすことで，【日常業務におけるネットワーク形成】が
可能となる．実習指導においては，【日常業務におけるネットワーク形成】で培われた＜顔の見
えるフォーマルな社会資源＞や＜信頼できるインフォーマルな社会資源＞との連携・協働体制
は，【顔の見える二次的実習施設の活用】にもつながる．こうして，ネットワーキングや社会資
源の活用等に関する実習プログラム導入が促進される．実習指導における＜顔の見えるフォーマ
ルな社会資源 ＞や＜信頼できるインフォーマルな社会資源＞の活用は，さらなる【日常業務に
おけるネットワーク形成】を促進することにもつながっていく．このように，日常業務と実習指
導が循環的に実践されることによって，ソーシャルサポートネットワークの深化が図られる．
　２）大カテゴリー≪実習プログラム導入の阻害要因≫のストーリーライン（図 2）
　実習指導者にとって利用者の個別支援が業務の中心であり，【マンパワー不足によるネット
ワーク実践の不十分さ】【ネットワーク実践の概念の乏しさ】【資源開発の困難性】が，実習プロ
グラムの導入に影響を与えていると考えられる．実習指導者はソーシャルワーク実践に対する
【大きな想いと少ない時間】というジレンマを抱えており，ネットワーキングや社会資源の活用
等の必要性は十分認識しているが，多忙な業務に追われているという現実が垣間見える．個別支
援の多忙さにより，【不十分な他機関連携】という状況となり，実践プログラム導入における二
次的実習施設の活用が困難になると考えられる．また，実習指導のあり方を再考するためには，
実習指導者個人では限界がある．しかし，【実習指導者同士の交流の機会が不十分】であり，実
習指導者同士の交流や情報共有の機会が得られず，実習の事後評価を行うことが困難な状況とい
える．一方，学びにつながる実践場面に恵まれたとしても，【実習生という立場性】から，実習
プログラムの提供が困難な場合もある．このことは，利用者の個人情報保護の課題が大きく影響
される．
　これらの状況が絡み合って，実習指導者の【プログラム導入への無自覚】につながり，連携・
ネットワーキング・社会資源の活用に関する実習プログラム導入が妨げられていると考えられ
る．
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　３）施設種別を越えた連携やネットワーキング等の実習プログラム導入の促進に向けて
　実習指導者の所属機関で求められる日々のソーシャルワーク業務は，実習プログラム導入の促
進要因にも阻害要因にもなり得るものであり，実習プログラム立案の際に大きな影響を与えてい
ると考えられる．このことは，実習指導者自身の日々の業務を基に，実習プログラムが作成され
ているからであろう．例えば医療機関や行政機関，社会福祉協議会は日々のソーシャルワーク業
図 1　大カテゴリー≪実習プログラム導入の促進要因≫の中カテゴリー関係図
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 大カテゴリー≪実習プログラム導入の促進要因≫の中カテゴリー関係図 
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図 2　大カテゴリー≪実習プログラム導入の阻害要因≫の中カテゴリー関係図
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務として，多職種連携やネットワーキングが位置づいていると考えられる．そのため，自然に実
習プログラムが導入しやすい状況にあるといえる．また，実習指導者の意識やネットワークが実
習プログラム導入の促進要因と考えられることからも，所属機関の方針や日々のソーシャルワー
ク業務が実習プログラムの立案に少なくない影響を及ぼすと考えられる．
　一方，二次的実習施設の活用により，意図的な学びの機会を提供することも可能であろう（大
林ら 2017）．また，ソーシャルワーク実践は，日々刻々と変化する利用者の日常生活支援である
ため，意図的に実習プログラムが盛り込みにくい側面もある．また，実習生という第三者性のあ
る立場の場合，利用者の個人情報の問題等から，実習プログラムの導入が困難となる場合もある
と考えられる．
　実習プログラムの立案は，実習指導者の重要な役割の一つであろう．しかし，実習は養成教育
の一環であり，養成校教員も実習プログラムに責任を負う立場である．したがって，実習指導者
と養成校教員が協働して，実習プログラミングを行うことにより，実習プログラムの標準化へと
つながっていくと考えられる（公益社団法人日本社会福祉士会 2014；公益社団法人日本精神保
健福祉士協会ほか 2013）．その際，実習指導の時間を確保することの難しさや実習指導者に求め
られているソーシャルワーク業務，地域の関係機関との連携状況を加味しながら，実習生が体験
する実習プログラムのマネジメントを検討する必要があろう．こうした実習生のニーズを中心と
した実習プログラミングにおいて，実習指導者と養成校教員が有機的な連携を図ろうとする姿勢
やそのプロセスが，実習生自身の連携やネットワーキングの身近な学びや気づきにつながってい
くと考えられる．
　５．本研究における到達点と今後の課題
　本研究では，社会福祉士ならびに精神保健福祉士実習指導者に対するインタビュー調査を基
に，ソーシャルワーク実習における連携・ネットワーキング・社会資源の活用に関する実習プロ
グラム導入の促進・阻害要因についての質的分析を行った．
　その結果，実習プログラム導入の促進要因と考えられる要素として，①【個人と組織の理念の
一致】②【ネットワーキング実践が可能な職場環境】③【日常業務におけるネットワーク形成】
④【顔の見える二次的実習施設の活用】という 4つの中カテゴリーが抽出された．
　また，実習プログラム導入の阻害要因と考えられる要素として，①【資源開発の困難性】②
【マンパワー不足によるネットワーク実践の不十分さ】③【プログラム導入への無自覚】④【大
きな想いと少ない時間】⑤【不十分な他機関連携】⑥【ネットワーク実践の機会の乏しさ】⑦
【実習指導者同士の交流の機会が不十分】⑧【実習生という立場性】という 8つの中カテゴリー
が抽出された．そのうち，①【資源開発の困難性】②【マンパワー不足によるネットワーク実践
の不十分さ】は，行政機関・医療機関・社会福祉協議会における実習場面より抽出された要素で
ある．また，③【プログラム導入への無自覚】④【大きな想いと少ない時間】⑤【不十分な他機
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関連携】⑥【ネットワーク実践の機会の乏しさ】⑦【実習指導者同士の交流の機会が不十分】⑧
【実習生という立場性】は，障害者・児童・高齢者分野における実習場面より抽出された要素で
ある．
　そして，本研究における今後の課題として，以下の 2点が考えられる．
　1点目として，ソーシャルワーク実習における連携・ネットワーキング・社会資源の活用に関
する実習プログラム導入の促進・阻害要因は見い出せた．一方で，インタビュー対象者が 6人と
少ないため，結果の一般化が困難なことである．今後は対象者数を増やして調査を継続していく
必要がある．
　2点目は，実習プログラムに基づく実習指導の事後評価をどのように行っていくのかが課題で
ある．今後の調査研究において，この点についても考察を深めていく必要があろう．
　B氏の語りのなかで，日替わりで様々な実習場面を体験することによって，実習生も実習指導
者も高い満足感を得やすい実習を「渡り鳥実習」と呼称し，その強みと課題が示された．複数の
関連施設や機関での実習場面を体験することによって，実習生は多くの学びや気づきを得られる
であろう．一方，それら一つひとつの貴重な学びや気づきを，一貫性や連続性のある学びへ深化
させるためには，実習スーパービジョンを通じて，実習生が体感的に得られた学びや気づきを昇
華させていくプロセスが必要である．このように，実習プログラミングと実習スーパービジョン
が融合して，どのように実習生の学びの深化につながっていくのかというプロセスを明らかにす
ることが必要と考えられる．
付記
　本研究は，2016（平成 28）年度の日本福祉大学助教研究支援の研究費助成を受けて実施した
研究成果の一部である．
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注釈
１）公益社団法人日本社会福祉士会（2015）では，「実習体験基礎的・通底的４領域論」として，実習コ
ア体験の４領域（個別支援，地域支援，権利擁護・サービス向上，連携・ネットワーキング）を提案し
ている．そのうち，本研究に直接的な関連がある「連携・ネットワーキング」の領域は，厚生労働省の
通知による「教育に含むべき事項」の「オ　多職種連携をはじめとする支援におけるチームアプローチ
の実際」「キ　施設・事業者・機関・団体等の経営やサービスの管理運営の実際」「ク　当該実習先が地
域社会の中の施設・事業者・機関・団体等であることへの理解と具体的な地域社会への働きかけとして
のアウトリーチ，ネットワーキング，社会資源の活用・調整・開発に関する理解」の３つに深い関係が
あるとされる．
57
ソーシャルワーク実習における連携・ネットワーキング・社会資源の活用に関する実習プログラム導入の促進・阻害要因
引用・参考文献
一般社団法人日本社会福祉士養成校協会（2015）「相談援助実習指導・現場実習教員テキスト第 2版」中
央法規．
大林由美子・小沼聖治（2017）「相談援助実習における地域福祉の学びに関する研究―実習日誌の分析か
ら―」日本の地域福祉（30）89-102．
北川清一・久保田理雅・加藤純（1998）「本学『社会福祉援助技術現場実習』（児童施設）の教育効果に関
する一研究」テオロギア・ディアコニア（32）81 - 97.
公益社団法人日本社会福祉士会（2014）「社会福祉士実習指導者テキスト第 2版」中央法規．
公益社団法人日本社会福祉士会（2015）「社会福祉士実習指導者のための相談援助実習プログラムの考え
方と作り方」中央法規．
厚生労働省（2015）「誰もが支え合う地域の構築に向けた福祉サービスの実現―新たな時代に対応した福
祉の提供ビジョン―」．
厚生労働省（2018）「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士に求められる役割等について」第 13回社
会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会
高木寛之（2016）「社会福祉士養成における実習分野間格差の検証～相談援助実習の教育に含むべき項目
の分析を中心に～」社会福祉士（23）4-11．
田中千枝子・日本福祉大学大学院質的研究科（2013）「社会福祉・介護福祉の質的研究法―実践者のため
の現場研究」中央法規
樽井康彦・岡田進一・白澤政和（2009）「知的障害者施設において職員が経験する困惑感と葛藤 : 社会福祉
士に対するインタビューデータのM-GTAによる分析」介護福祉学 16（1）66-76．
日本精神保健福祉士協会・日本精神保健福祉士養成校協会（2013）「教員と実習指導者のための精神保健
福祉援助実習・演習」中央法規．
山井理恵（1998）「社会福祉現場実習における学習達成に及ぼす要因―学生の評価からの分析―」社会福
祉実践理論研究（7）23-32．
山本佳代子・藤田久美・正司明美（2005）「児童福祉施設における社会福祉実習の現状と課題」山口県立
大学社会福祉学部紀要（11）93-101．
米澤美保子・酒井美和・清原舞・ほか（2017）「障害者支援施設における相談援助実習生の利用者理解の
要素」国際教育研究センター紀要（3）117 -124.

